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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につきましては記載して

おりません。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．第29期、第30期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。第31期及び第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

営業収益 (千円) 1,738,019 1,542,132 1,289,368 1,286,463 1,327,181

経常利益又は経常損失（△） (千円) 104,646 66,244 3,549 31,405 △ 108,009

当期純利益又は当期純損失
（△） 

(千円) 55,807 29,132 △ 46,541 12,118 △ 193,456

持分法を適用した場合の投資
利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 482,900 482,900 482,900 482,900 482,900

発行済株式総数 (株) 4,875,000 4,875,000 4,875,000 4,875,000 4,875,000

純資産額 (千円) 2,620,413 2,627,775 2,494,243 2,448,418 2,236,848

総資産額 (千円) 10,747,178 9,241,245 8,870,190 9,212,746 10,921,597

１株当たり純資産額 (円) 537.52 539.03 539.29 541.92 495.09

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円)
5.00 

（  －）
5.00

（  －）
5.00

（  －）
5.00 

（  －）
－

（  －）

１株当たり当期純利益又は当
期純損失（△） 

(円) 11.44 5.97 △  9.70 2.65 △  42.81

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 24.4 28.4 28.1 26.6 20.5

自己資本利益率 (％) 2.13 1.11 △  1.82 0.49 △   8.26

株価収益率 (倍) 17.48 19.26 － 119.62 －

配当性向 (％) 43.71 83.75 － 188.68 －

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 579,661 922,824 501,029 △ 7,667 △2,438,791

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 41,076 △ 10,653 19,864 △ 5,020 △  10,257

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 559,959 △1,240,873 △ 288,378 352,265 1,823,392

現金及び現金同等物の期末残
高 

(千円) 857,936 529,234 761,750 1,101,327 475,670

従業員数 (人) 121 120 115 107 102



２【沿革】 

  

昭和49年３月 北九州市小倉北区馬借一丁目13番30号に株式会社大証（資本金5,000千円）の商号をもって商

業手形割引を目的として設立 

昭和50年７月 本社を北九州市小倉北区馬借二丁目２番10号に移転 

昭和55年11月 福岡市中央区に福岡支店を開設 

昭和59年５月 長崎県長崎市に長崎支店を開設 

昭和59年５月 「貸金業の規制等に関する法律」の施行に伴い貸金業者の登録 

昭和59年12月 本社新社屋を北九州市小倉北区馬借三丁目３番31号（現在地）に建設移転 

昭和61年３月 貸付業務を開始 

昭和62年９月 大分県大分市に大分支店を開設 

平成３年７月 熊本県熊本市に熊本支店を開設 

平成４年４月 福岡市博多区に博多支店を開設 

平成５年５月 商号を株式会社アプレックに変更 

平成５年11月 広島市中区に広島支店を開設 

平成６年８月 鹿児島県鹿児島市に鹿児島支店を開設 

平成７年11月 福岡県久留米市に久留米支店を開設 

平成８年９月 福岡市博多区に南福岡支店を開設 

平成９年10月 宮崎県宮崎市に宮崎支店を開設 

平成10年８月 山口県徳山市に徳山支店を開設 

平成11年１月 山口県下関市に下関支店、長崎県佐世保市に佐世保支店を開設 

平成11年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成11年11月 岡山県岡山市に岡山支店を開設 

平成12年９月 広島県福山市に福山支店を開設 

平成12年12月 徳山支店を閉鎖し、広島支店に統合 

平成13年10月 南福岡支店を博多支店、福山支店を岡山支店に統合 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年12月 株式会社ニッシンによる当社株式の友好的ＴＯＢ（公開買付け）により、同社の連結子会社と

なる 

平成18年３月 下関支店を本社(本社営業店)、久留米支店を福岡支店、佐世保支店を長崎支店に統合 



３【事業の内容】 

 当社は、親会社である株式会社ニッシン以外に子会社及び関連会社がないため、企業集団の概況に関する記載は省略し、提出

会社に関して記載しております。 

 また、事業部門等に関しましても、事業資金の融資に関する単一セグメントであることから、同様に記載を省略しておりま

す。 

 当社の事業は、主として中小企業及び個人事業主に対する事業資金の融資を主目的としており、商業手形割引、保証人付無担

保貸付及び有担保貸付を行っております。 

 当社の主要業務である貸金業務は、「貸金業の規制等に関する法律」（以下、「貸金業規制法」という）及び「出資の受入

れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」（以下、「出資法」という）の適用を受けております。このため、当社は、「貸

金業規制法」第３条に基づき、昭和59年５月31日に福岡財務支局に貸金業者登録を行い、以降３年毎に更新登録（登録番号 福

岡財務支局長(8）第00027号）を行っております。 

 また、「出資法」規定の上限金利に対しましては、当社はこれを下回っておりますが、「利息制限法」に定められた利息の最

高限度に対しましては、これを超過する部分があります。この超過部分につきましては同法第１条第１項により無効とされてお

りますが、債務者が当該超過部分を任意に支払ったときは同条第２項及び「貸金業規制法」第43条により有効な弁済とされてお

ります。 

 なお、当社の取扱商品は以下のとおりであります。 

  

〔商業手形割引〕 

顧客である中小企業及び個人事業主から割引の依頼を受けた商業手形につきまして、手形の振出人及び裏書人等に対し十

分な信用調査を行い、その結果に基づいて割引を行うものであります。 

なお、割引限度額は原則として振出人別に3,000万円とし、割引期間は原則として６ヶ月以内としております。 

  

 

  

〔営業貸付金〕 

（手形貸付） 

手形貸付につきましては、平成16年２月より新規取引を中止しておりますので、商品内容に関する記載は省略させていた

だきます。 

  

（証書貸付） 

顧客である中小企業及び個人事業主から原則として人的保証を条件として受けた借入申込につきまして、顧客及び保証人

の十分な信用調査を行い、その結果に基づいて貸付を行うものであります。 

  



（担保貸付） 

顧客である中小企業及び個人事業主から担保等の設定を条件として受けた借入申込につきまして、顧客及び担保等の十分

な信用調査を行い、その結果に基づいて貸付を行うものであります。 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

当社は、平成17年11月７日開催の取締役会において、株式会社ニッシンによる当社株式の公開買付けについて賛同の意を表す

ることを決議いたしました。本公開買付けにより、公開買付者である株式会社ニッシンは、当社普通株式3,132,000株（議決権の

数3,132個）を取得した結果、当社の総株主の議決権に占める割合は69.3％となり、平成17年12月２日をもって当社の親会社とな

りました。 

 （注）有価証券報告書を提出しております。 

  

  

名称 住所 
資本金又は出
資金（千円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有

（被所有）割合 

（％） 

関係内容 

（親会社） 

株式会社ニッシン 

（注） 

愛媛県松山市 11,848,953 総合金融サービス事業 
（被所有） 

直接 69.3 

役員の兼任 ５名 

資金の借入れ 

金融機関等への債務被保証 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与が含まれております。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

102 33.9 9.0 4,942,363 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に加えて、個人消費や雇用にも改善の動きが広がる

など国内景気は回復基調で推移いたしました。 

事業者向け貸金業界においては、顧客層である中小企業の資金需要は上向いてきているものの、一方で異業種を含めた良

質顧客をめぐる競争は激しさを増してきております。 

こうしたなか、当社は、平成17年11月７日開催の取締役会において、株式会社ニッシン（以下、「ニッシン」という）に

よる当社株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」という）について賛同の意を表明することを決議いたしました。ニッ

シンは、事業者向けに総合金融サービスを提供しており、融資事業をはじめ、グループ子会社によるリース、不動産、証券

などの事業を通じて、多様なファイナンスニーズにワンストップで応える「トータル・フィナンシャル・ソリューション」

を提供しております。当社とニッシンは、ともに中小企業を主な顧客層としていることから、潜在的成長力が高いと考えら

れる九州地域を中心とした当社の顧客基盤に対して、ニッシンを中核とする企業集団（以下、「NISグループ」という）が強

みを持つ事業者向けサービスを提供することにより、両社に大きなシナジー効果をもたらし、両社の企業価値を更に高める

ことを企図しております。本公開買付けにより、ニッシンは当社普通株式3,132,000株（議決権の数3,132個）を取得した結

果、当社の総株主の議決権に占める割合は69.3％となり、平成17年12月２日をもって当社の親会社となりました。さらに、

平成18年１月26日開催の当社臨時株主総会において、ニッシンから取締役４名、監査役２名を受け入れるなど、NISグループ

との関係を深めるとともに経営管理体制の強化を行いました。 

当社においては、NISグループの九州地域における事業者向け金融部門を担う子会社としての位置付けを明確にしつつ、親

会社であるニッシンの協力の下、事業展開を行った結果、当事業年度末に向けて融資残高が大幅に増加し、融資残高は前事

業年度末比32.0％増の9,377,569千円、営業収益は前事業年度比3.2％増の1,327,181千円となりました。商品別の状況として

は、商業手形割引は、手形流通量が減少するなかで競争が一層激化していることなどの要因により、商業手形残高は前事業

年度末比14.1％減の2,167,016千円、受取割引料は前事業年度比9.6％減の252,705千円と減少したものの、営業貸付金は、九

州地域における資金需要が徐々に回復してきていることに加えて顧客ニーズに合致した商品を提供することなどにより、営

業貸付金残高は前事業年度末比57.4％増の7,210,552千円、受取利息は前事業年度比6.8％増の1,069,127千円となりました。

経費面に関しましては、債権の健全性を確保するべく、貸倒引当金をより厳格に見積った結果、貸倒引当金の大幅な積み

増しが必要になったこと、また利息返還請求による損失に備えるために利息返還損失引当金を計上したことなどにより、販

売費及び一般管理費は前事業年度比17.7％増の1,253,962千円となりました。 

利益面に関しましては、販売費及び一般管理費の大幅増加などにより、108,009千円の経常損失となりました。さらに、特

別損失に役員退職慰労金及び役員退職慰労引当金繰入額を計上したことなどにより、193,456千円の当期純損失となりまし

た。 



(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、財務活動において、関係会社短期借入金が増加し

たことなどにより1,823,392千円の資金の増加となったものの、営業活動において、営業貸付金が大幅に増加したことなどに

より2,438,791千円の資金の減少となった結果、475,670千円（前事業年度末は1,101,327千円）となりました。 

  

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

当事業年度におきまして、営業活動による資金の減少は2,438,791千円（前事業年度は7,667千円の資金の減少）となりま

した。 

これは、税引前当期純損失となったことに加えて、親会社であるニッシンの協力の下、事業展開を行った結果、当事業年

度末に向けて営業貸付金が大幅に増加したためであります。 

  

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

当事業年度におきまして、投資活動による資金の減少は10,257千円（前事業年度は5,020千円の資金の減少）となりまし

た。 

これは、器具備品やソフトウェアなど有形固定資産及び無形固定資産の取得に伴う支出によるものであります。 

  

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

当事業年度におきまして、財務活動による資金の増加は1,823,392千円（前事業年度は352,265千円の資金の増加）となり

ました。 

これは、営業貸付金の大幅増加に伴い、親会社であるニッシンと締結した貸出コミットメント契約（金融機関等からの借

入れに対する保証を含む）を積極的に活用し、借入れを行った結果、関係会社短期借入金及び長期借入金が増加したためで

あります。 



２【営業実績】 

(1）営業収益の内訳 

  

(2）商品別融資の増加高並びに減少高 

  

 （注）１．期末残高の（ ）内の内書きは長期営業債権であります。 

２．営業貸付金のうち、「手形貸付」及び「証書貸付」は保証人付無担保貸付であります。 

  

  次へ 

区分 

第32期
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第33期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

受取割引料 279,566 21.7 252,705 19.0 

受取利息 1,000,973 77.8 1,069,127 80.6 

  手形貸付 5,105 0.4 1,076 0.1 

  証書貸付 898,617 69.8 922,630 69.5 

  担保貸付 97,250 7.6 145,421 11.0 

受取手数料 5,807 0.5 5,246 0.4 

預金利息 115 0.0 102 0.0 

合計 1,286,463 100.0 1,327,181 100.0 

区分 

第32期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

期首残高
（千円） 

増加高 
（千円） 

減少高
（千円） 

期末残高 
（千円） 

  

内貸倒償却額
（千円） 

構成比（％）

商業手形割引 2,796,244 8,498,183 8,771,090 20,671
2,523,337 
(  37,992) 

35.5

営業貸付金 4,316,460 5,987,191 5,723,354 64,061
4,580,298 
( 338,529) 

64.5

  手形貸付 332,289 － 230,497 21,470
101,791 

(  78,102) 
1.4

  証書貸付 3,475,622 5,221,083 5,013,282 35,931
3,683,423 
( 223,581) 

51.9

  担保貸付 508,549 766,108 479,574 6,659
795,083 

(  36,845) 
11.2

合計 7,112,705 14,485,375 14,494,445 84,733
7,103,635 
( 376,522) 

100.0

区分 

第33期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

期首残高
（千円） 

増加高 
（千円） 

減少高
（千円） 

期末残高 
（千円） 

  

内貸倒償却額
（千円） 

構成比（％）

商業手形割引 2,523,337 7,604,384 7,960,705 3,177
2,167,016 
(  34,486) 

23.1

営業貸付金 4,580,298 8,620,056 5,989,802 78,207
7,210,552 
( 325,520) 

76.9

  手形貸付 101,791 － 16,850 5,129
84,941 

(  65,935) 
0.9

  証書貸付 3,683,423 7,174,657 5,019,050 73,078
5,839,030 
( 241,660) 

62.3

  担保貸付 795,083 1,445,398 953,901 －
1,286,580 
(  17,924) 

13.7

合計 7,103,635 16,224,440 13,950,507 81,385
9,377,569 
( 360,007) 

100.0



(3）商業手形の内訳 

①地域別残高 

 （注） 件数は顧客数であります。 

  

②金額別残高 

  

③期日別残高 

  

④業種別残高 

 （注）１．業種分類は、顧客の業種を基準にしております。 

２．件数は顧客数であります。 

  

  次へ 

地 域 別 

第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 
  

構成比(％) 構成比(％)

中国地域 163 476,958 18.9 116 437,097 20.2 

九州地域 726 2,046,378 81.1 679 1,729,919 79.8 

合計 
（内長期営業債権） 

889
2,523,337
(  37,992) 

100.0 795
2,167,016 
(  34,486) 

100.0 

金 額 別 

第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

枚数（枚） 金額（千円） 枚数（枚） 金額（千円） 
  

構成比(％) 構成比(％)

50万円以下 1,363 392,670 15.6 1,155 331,793 15.3 

50万円超～100万円以下 732 560,379 22.2 667 501,920 23.2 

100万円超～200万円以下 414 607,973 24.1 398 589,418 27.2 

200万円超～300万円以下 165 421,882 16.7 146 376,313 17.4 

300万円超～400万円以下 20 68,355 2.7 18 61,537 2.8 

400万円超～500万円以下 57 270,303 10.7 36 172,000 7.9 

500万円超～1,000万円以下 22 181,773 7.2 16 121,032 5.6 

1,000万円超 1 20,000 0.8 1 13,000 0.6 

合計 
（内長期営業債権） 

2,774 
2,523,337
(  37,992) 

100.0 2,437
2,167,016 
(  34,486) 

100.0 

期 日 別 
第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

１ヶ月以内 742,955 29.5 652,636 30.1 

２ヶ月以内 673,894 26.7 670,179 30.9 

３ヶ月以内 572,951 22.7 435,378 20.1 

４ヶ月以内 409,240 16.2 300,065 13.8 

５ヶ月以内 71,621 2.8 55,481 2.6 

５ヶ月超 52,674 2.1 53,275 2.5 

合計 
（内長期営業債権） 

2,523,337 
(  37,992) 

100.0
2,167,016
(  34,486) 

100.0 

業 種 別 

第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 
  

構成比(％) 構成比(％)

建設業 564 1,402,443 55.6 526 1,286,101 59.3 

総合工事業 176 479,633 19.0 149 449,444 20.7 

職別工事業 231 591,854 23.5 221 510,676 23.6 

設備工事業 157 330,955 13.1 156 325,979 15.0 

製造業 145 601,139 23.8 122 343,856 15.9 

卸・小売業 57 143,820 5.7 50 119,319 5.5 

不動産業 1 1,511 0.1 － － － 

運輸・倉庫業 45 187,463 7.4 35 231,057 10.7 

サービス業 53 84,619 3.3 44 76,007 3.5 

その他 24 102,338 4.1 18 110,675 5.1 

合計 
（内長期営業債権） 

889 
2,523,337
(  37,992) 

100.0 795
2,167,016 
(  34,486) 

100.0 



(4）営業貸付金の内訳 

①地域別残高 

 （注） 件数は顧客数であります。 

  

②金額別残高 

 （注） 件数は顧客数であります。 

  

③期日別残高 

  

④業種別残高 

 （注）１．業種分類は、顧客の業種を基準にしております。 

２．件数は顧客数であります。 

地 域 別 

第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 
  

構成比(％) 構成比(％)

中国地域 383 622,138 13.6 256 759,768 10.5

九州地域 2,071 3,958,160 86.4 2,072 6,450,784 89.5

合計 
（内長期営業債権） 

2,454 
4,580,298
( 338,529) 

100.0 2,328
7,210,552 
( 325,520) 

100.0

金 額 別 

第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 
  

構成比(％) 構成比(％)

50万円以下 277 82,268 1.8 264 74,455 1.0

50万円超～100万円以下 577 458,316 10.0 463 344,524 4.8

100万円超～200万円以下 851 1,334,909 29.2 632 952,719 13.2

200万円超～300万円以下 507 1,319,299 28.8 328 837,077 11.6

300万円超～400万円以下 110 385,867 8.4 140 516,237 7.2

400万円超～500万円以下 59 274,729 6.0 158 758,329 10.5

500万円超～1,000万円以下 50 325,197 7.1 252 1,890,312 26.2

1,000万円超 23 399,710 8.7 91 1,836,894 25.5

合計 
（内長期営業債権） 

2,454 
4,580,298
( 338,529) 

100.0 2,328
7,210,552 
( 325,520) 

100.0

期 日 別 
第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

１ヶ月以内 375,655 8.2 276,808 3.9 

２ヶ月以内 355,869 7.8 240,724 3.3 

３ヶ月以内 327,233 7.2 227,809 3.2 

４ヶ月以内 275,215 6.0 204,039 2.8 

５ヶ月以内 253,860 5.5 196,567 2.7 

５ヶ月超 2,992,464 65.3 6,064,602 84.1 

合計 
（内長期営業債権） 

4,580,298 
( 338,529) 

100.0
7,210,552
( 325,520) 

100.0 

業 種 別 

第32期（平成17年３月31日） 第33期（平成18年３月31日） 

件数（件） 金額（千円） 件数（件） 金額（千円） 
  

構成比(％) 構成比(％)

建設業 1,197 2,024,219 44.2 1,103 2,961,885 41.1 

総合工事業 459 809,370 17.7 406 1,284,246 17.8 

職別工事業 459 755,140 16.5 439 1,009,815 14.0 

設備工事業 279 459,708 10.0 258 667,824 9.3 

製造業 211 391,129 8.5 204 639,179 8.9 

卸・小売業 466 981,768 21.4 463 1,963,557 27.2 

不動産業 49 146,207 3.2 43 187,436 2.6 

運輸・倉庫業 82 146,424 3.2 79 235,396 3.3 

サービス業 312 584,795 12.8 308 829,706 11.5 

その他 137 305,754 6.7 128 393,389 5.4 

合計 
（内長期営業債権） 

2,454 
4,580,298
( 338,529) 

100.0 2,328
7,210,552 
( 325,520) 

100.0 



(5）融資利率の推移 

 （注）１．融資利率は、各月末残高の加重平均により算出しております。 

２．手形貸付については、平成16年２月より新規取引を中止した結果、融資残高及び受取利息ともに僅少となっていること

などから、記載を省略しております。 

  

(6）従業員１人当たり営業収益及び１店舗当たり営業収益 

 （注） 期末従業員数及び期末店舗数により算出しております。 

  

  

区分 
第32期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第33期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

商業手形割引 （％） 11.3 11.3 

営業貸付金 （％） 24.1 22.8 

  手形貸付 （％） 12.0 － 

  証書貸付 （％） 25.8 24.8 

  担保貸付 （％） 15.6 15.1 

合計 （％） 19.3 19.1 

区分 
第32期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第33期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

従業員１人当たり営業収益 （千円） 12,023 13,011 

１店舗当たり営業収益 （千円） 98,958 132,718 



３【対処すべき課題】 

当社は、NISグループの「人間尊重」、「正直営業」、「誠実経営」といった経営理念を実践すべく、「内部統制の強化」

を重要課題として取り組むとともに融資事業をさらに推進してまいります。また、NISグループ各社との連携強化に伴い、新

たな商品・サービスの提供により収益基盤を拡大していくためにも、「営業体制の強化」、「審査能力の向上」に努めてま

いります。さらに、商品・サービスの多様化に伴い、「債権管理体制の効率化」、「資金調達先の拡大」を実施し、安定し

た収益の確保に努めてまいります。 

具体的には、以下のとおりであります。 

①内部統制の強化 

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方として、経営環境の変化に対して柔軟かつ的確に対応するための取締

役選任、取締役会の活性化、責任の明確化によって経営の健全性を確保するとともに経営監視体制の強化とその実効性の

確保に努めることを経営上の重要課題と位置付けております。また、法令遵守を徹底するため実効性のあるコンプライア

ンスプログラムや体制づくりに努めてまいります。 

②営業体制の強化 

九州・中国地区の営業拠点において、お客様に直接アプローチを行い、「トータル・フィナンシャル・ソリューショ

ン」を提供できる体制を構築するために、営業拠点・人員配置の効率化を図り、営業体制の強化を推進してまいります。 

③審査能力の向上 

良質な資産の拡大を目的として、融資の入口段階における案件選別、リスクに応じた与信判断、迅速な審査処理を強化

するために、専門性の高い人材の確保と人材育成により継続的な能力向上を推進してまいります。 

④債権管理体制の効率化 

市場環境の変化等による不良債権比率の変動に対応することを目的として、債権管理・回収に係わる業務フロー、人員

配置の効率化を図るとともに、債権管理部門の人材育成と専門性の強化により、貸倒関連費用の増加抑制に努めてまいり

ます。 

⑤資金調達先の拡大 

事業規模拡大のために必要不可欠な資金調達について、親会社であるニッシン、既存の取引金融機関に加えて新規調達

先の開拓を強化し、安定的に資金調達ができる体制を整備してまいります。 



４【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中

における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

ただし、業績に影響を与えうる要因はこれらに限定されるものではなく、将来の出来事から発生する重要かつ予測不可能な

影響等によって、新たなリスクや不確実な要素が発生する可能性があります。 

  

①ローン事業に関する規制について 

・貸付金利の規制について 

貸付金利については、貸付上限金利は「出資法」により年29.2％と定められており、当社では、出資法上の規制金利以下

の金利を上限として貸付を行っております。しかし、平成15年８月１日に公布された「貸金業の規制等に関する法律及び出

資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律の一部を改正する法律」（以下、「改正貸金業規制法・出資法」とい

う）において、規制金利については改正貸金業規制法・出資法の施行後３年（平成19年１月）を目処として、必要な見直し

を行うとされております。 

また、「利息制限法」第１条第１項において、利息の最高限度（元本が10万円未満の場合年20％、10万円以上100万円未満

の場合年18％、100万円以上の場合年15％により計算した金額）の超過部分については無効とするとされており、当社が提供

するローン商品の貸付金利には、当該金利を超過する部分があります。この超過部分については、「貸金業規制法」におけ

る「みなし弁済規定」の要件をすべて充足している場合には、有効な利息の債務の弁済とみなすとされております。しかし

ながら、近年「みなし弁済」に関する最高裁判例が次々と出されており（平成18年１月13日及び平成18年１月19日）、従前

に比べ任意性の要件について非常に厳格に解釈されております。一定の厳格な条件を満たす場合は例外的にグレーゾーン金

利の取得を認めている「みなし弁済規定」も極めて限られた範囲のみ認められるといった状況にあります。 

これらにより、「利息制限法」に定められた利息の最高限度を超過する部分についての返還請求が当業界全体で増加して

おり、当社においても当事業年度より超過利息部分相当額の返還リスクに備えた引当金（利息返還損失引当金）を計上して

おります。 

今後、顧客による利息返還請求による利息返還金の発生が想定以上に大幅に増加した場合、または、「貸付上限金利の引

下げ」によるグレーゾーン金利の撤廃及び「みなし弁済規定」の厳格化が実施された場合、当社の財政状態及び経営成績に

重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

・業務に関する規制について 

業務に関しては、平成16年１月１日（一部は平成15年９月１日施行）に「改正貸金業規制法・出資法」が施行され、貸金

業登録制度の強化、営業活動及び取立て行為に係る規制の強化、無登録営業及び出資法の上限金利違反に対する罰則の引上

げ等が行われております。また、金融庁は平成15年10月29日付で「事務ガイドライン」を改正し、過剰貸付け防止のための

判断基準を定めております。また、平成17年５月１日付で、利用者保護の徹底を図るため、貸金業者の説明責任を強化する

とともに説明責任を果たすための体制整備を強く求めるとの観点から、特に公正証書作成委任状についての説明責任及び保

証についての説明責任の補強を行うべく「事務ガイドライン」が改正されました。さらに、平成17年７月19日の最高裁判決

において貸金業者による取引履歴の不開示について、信義則上違法であることが判示されたことから、平成17年11月14日付

で取引履歴開示義務の明確化及び開示に伴う本人確認手続を徹底するべく改正されました。 

当社は、関係法令の遵守を徹底しておりますが、今後の金融庁の方針変更や法令等の改正等の内容によっては、当社の財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②その他の業務関連の規制等について 

・「個人情報の保護に関する法律」（以下、「個人情報保護法」という） 

平成17年４月１日付で「個人情報保護法」が全面施行され、関連省庁より個人情報に関するガイドラインが制定されまし

た。当社は、「個人情報保護法」及びその他関連法令等の要求に従うべく、管理体制を整備しており、継続的に管理体制の

点検を行っておりますが、何らかの事由により個人情報漏洩等が発生する事態となった場合には、当社の営業活動及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。 



・「金融機関等による顧客等の本人確認等の法律」（以下、「本人確認法」という） 

平成15年１月６日に「本人確認法」が施行され、金融機関等による顧客等の本人確認及び取引記録の保存に関する措置が

定められ、金融機関等の顧客管理体制の整備促進が求められており、当社も同法に則った業務を行っております。 

この法令が改正された場合または当社の事業に影響を与える新たな法令等が施行された場合には、当社の財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

・「民法の一部を改正する法律」（以下、「改正民法」という）   

平成17年４月１日付で、融資に関して保証人が過大な責任を負いがちな保証契約（特に根保証契約）について、その契約

内容を適正化することを目的として「改正民法」が施行されました。当社は、平成17年12月より新規顧客の根保証契約を廃

止しております。当社は、同法の趣旨に鑑み、業務手続及び契約書面の検証等、必要な対応を行っておりますが、今後の同

法の改正等により業務運営体制の再構築の必要性が生じた場合には、当社の営業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③債務者保護を目的とした法的手段の多様化及び法改正による影響 

近年、個人債務者が債権者からの保護を求めることのできる法的手段の多様化及び規制緩和が進んでおります。平成12年

２月17日に「特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律」(以下、「特定調停法」という)が施行されたことに

より、支払不能に陥るおそれのある債務者が調停委員会を通じて、債務の減額や返済期間の繰延べ等の調整を行うことが可

能となっております。また、調停中における差押え等の民事執行手続停止についても、従来の民事調停手続と比較して要件

が緩和されております。また、平成13年４月に「民事再生法等の一部を改正する法律」が施行されたことにより、経済的破

綻状態にある債務者が破産宣告を受けることなく、簡易かつ迅速にローン返済の繰延べ等を行うことが可能となっておりま

す。 

さらに、平成17年１月１日に「改正破産法」が施行されたことにより、特に破産と免責の手続の一本化及び破産者の手元

に残る自由財産の範囲の拡大等、債務者保護の立場から破産手続の簡素化、合理化及び迅速化が図られております。 

これらの法律によって、債務返済条件の変更等が比較的容易になったことから、顧客の返済意欲を喪失させる可能性があ

ります。一般的に、特定調停法または民事再生法が適用された場合は、少額の回収が可能ですが、破産申立が行われた場合

には全額が回収不能となる可能性が高まります。 

平成12年10月の弁護士の業務広告に関する規定の施行により、弁護士の広告宣伝が可能になったほか、平成15年４月１日

の「司法書士法」の改正により、司法書士の簡易裁判所における和解及び民事調停等手続きが一部可能となっており、様々

な規制緩和等によって債務者が弁護士又は司法書士に相談するケースが増加してきております。 

現時点では、これらの法律及び規制緩和並びに法改正による影響を予測することは不可能でありますが、この傾向が継続

する場合には、返済期限や支払期日の延期等の法的保護を求める顧客が増加し、その結果として延滞債権が増加した場合に

は、貸倒引当金の積み増しが必要となり、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

④親会社との関係について 

・取引関係 

ニッシンは、平成18年３月31日現在、当社議決権69.3％を所有する当社の親会社であります。 

ただし、当社は、資本関係のみを理由とした親会社の企業グループとの取引は行わないことを基本方針としており、親会

社の企業グループとの取引を行う場合については、経済的合理性があり、グループシナジー効果が期待できるように、諸条

件等について市場価格を勘案し、一般的な取引条件と同様に決定した上で、取引を行っております。 



・役員の兼任状況及び人的関係について 

当社は、NISグループの九州地域における事業者向け金融部門を担う子会社として位置付けられております。事業者向け貸

金業を展開していくうえで、総合的な金融サービス事業を展開する親会社の企業グループとの協力関係を強化していく必要

があります。このことから、親会社との経営情報の共有及び当社経営方針、事業運営に関する有用な助言を得ること等を目

的として、ニッシンの取締役である嵜岡邦彦氏、檜垣均氏、野尻明裕氏及び監査役である岸村義基氏を当社の取締役（嵜岡

邦彦、野尻明裕）及び監査役（檜垣均、岸村義基）として招聘いたしました。 

なお、平成18年３月末現在における当社従業員102名（パート社員及び派遣社員を除く）のうち、ニッシンからの転籍者で

課長以上の役職を有する者は１名、ニッシンからの受入出向者はゼロとなっております。 

  

・ニッシンの管理体制及び経営への関与について 

当社はニッシンの連結子会社でありますが、ニッシンは関係会社に対する全般的な管理方針を定め、ガバナンス上必要と

認められる事項に関する報告や資料の提出を求めることにより、関係会社の指導または育成を通じて、関係会社の業務の円

滑化及び適正化を図っております。 

また、平成18年３月末におけるニッシンの当社議決権所有比率は69.3％であるため、ニッシンの事業戦略、経営方針また

は財務状態等が当社の経営方針や事業計画に影響を与える可能性があります。 

  

⑤経営環境上の要因について 

・経済環境の変化について 

わが国経済は回復基調で推移しておりますが、今後、経済環境が悪化した場合、企業倒産件数の増加などにより貸倒関連

費用が増加し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

・異業種からの参入による競争激化について 

金融機関を含めて異業種から当業界への新規参入が増加し、良質顧客をめぐる競争は激しさを増してきております。今

後、良質顧客の獲得が十分にできなかった場合または良質顧客を奪われた場合は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

・業界全般及び当社に対するネガティブな報道、不祥事の影響 

当社の従業員または取締役によって、越権行為、無断で行った処理または失敗した処理の隠蔽、機密情報の不正使用及び

個人情報の漏洩などの不祥事が発生した場合、法的な制裁及び責任を負うことになるほか、当社の信用及び財政状態に深刻

な被害等をもたらす可能性があります。 

法令遵守については、重要な経営課題として認識し取り組んでおりますが、将来にわたり常に不祥事を防止または検知で

きるとは限りません。また、当社内において未然に防止できたとしても、業界全体に影響を与えるような同業他社の不祥事

によって顧客側に有利な法律又は規則の導入が行われた場合は、当社の信用及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

⑥資金調達について 

・調達金利の変動について 

当社は資金調達先として、親会社であるニッシンのほか、地方銀行、信用金庫等から借入れを行っております。なお、調

達金利は金利情勢等の影響を受けますが、貸金業における貸付上限金利は「出資法」の規定により29.2％に制限されている

ため、今後、金利情勢の変化により調達金利が上昇した場合、調達コストの上昇分を貸付金利に反映させることは容易でな

いため、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



・特定の取引先等について 

当社の資金調達総額（再割引手形、短期借入金、関係会社短期借入金、１年以内返済予定の長期借入金及び長期借入金の

合計）に対する親会社であるニッシンからの資金調達比率が、平成17年３月期－％、平成18年３月期20.8％となっているほ

か、金融機関からの調達状況として、㈱福岡銀行からの資金調達比率が、平成17年３月期30.3％、平成18年３月期24.5％、

㈱山口銀行からの資金調達比率が、平成17年３月期23.4％、平成18年３月期23.7％、福岡ひびき信用金庫からの資金調達比

率が、平成17年３月期26.2％、平成18年３月期18.7％、と上位調達先に対する依存度が高くなっております。 

なお、金融機関との取引関係は長期にわたり安定的に推移しております。 

  

  

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 該当する事項はありません。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社は、下記の重要な会計方針が当社の財務諸表等を作成するにあたり使用される重要な見積り及び判断に大きな影響を及

ぼすと考えております。当社の経営陣は、財務諸表等の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開

示並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積り及び判断を行わなければなりません。経営陣は、過去

の実績、事業者金融業界における基準、現在の経済状況、その他様々な要因に基づいて見積り及び判断を行います。実際の業

績は様々な要因により経営陣の判断とは大きく異なる可能性があります。 

  

①受取利息 

営業貸付金利息は、発生基準により計上しております。「利息制限法」第１条第１項により、金銭を目的とする消費貸借

上の利息の契約は、利息の最高限度の超過部分について無効とするとされておりますが、「貸金業規制法」第43条におい

て、同法所定の書面が金銭貸付時に債務者等に交付され、かつ、当該超過部分について債務者が利息として任意に支払った

場合、その支払が同法に規定する書面が交付された契約に基づく支払に該当するときは、「利息制限法」第１条第１項の規

定にかかわらず、有効な利息の債務の弁済とみなすとされております。さらに、同法第１条第２項により債務者が当該超過

部分を任意に支払ったときは、その返還を請求することができないとされております。 

なお、営業貸付金に係る未収利息については、利息制限法利率または約定利率のいずれか低い方によって計上しており、

利息制限法利率と約定利率との差額は、回収時に利息収入として計上しております。また、債権の元本を貸倒償却した場合

や未収利息不計上となった場合には未収利息の計上は中止されます。 

  

②貸倒引当金 

貸倒引当金については、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。貸倒懸念債権等特定の債

権の貸倒引当金を計上するにあたっては、過年度における貸倒実績や個別の債権内容などを参考として設定しており、今後

の経済情勢や企業倒産件数の動向などによっては貸倒引当金設定必要額が変動する可能性があります。 



③利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超過して支払った債務者等からの利息の返還請求に備えるため、過去の利息返還実績を踏まえ、

かつ最近の利息返還状況を考慮し、利息返還見込額を計上しております。なお、「利息制限法」に定められた利息の最高限

度を超過する部分についての返還請求が当業界全体で増加しており、今後、利息返還金の請求の動向などによっては利息返

還損失引当金設定必要額が変動する可能性があります。 

  

④退職給付債務 

退職給付債務については、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出しております。これらの前提条件には、将来

に予測される退職給付見込額を現在価値へ割り引くための割引率などがあり、割引率は日本の長期国債の利回りなどを参考

として決定しております。 

なお、平成18年４月７日開催の取締役会において、平成18年５月末において退職一時金制度を廃止し、平成18年６月に退

職金の打切り支給を行うことを決議しております。このため、従来は固定負債に計上していた退職給付引当金を当事業年度

においては流動負債に計上しております。また、平成18年６月に退職金の打切り支給を行った結果、追加の損失は発生して

おりません。 

  

⑤繰延税金資産 

繰延税金資産については、将来の課税所得を予測したうえで、回収可能性を判定し、その範囲内で計上しております。し

かしながら、今後、予測どおりに業績が進捗しない場合、将来の課税所得の見直しが必要になり、その結果として、繰延税

金資産の減額が必要になる可能性があります。 

  

(2）営業成績 

①融資残高及び営業収益 

当事業年度においては、NISグループの九州地域における事業者向け金融部門を担う子会社としての位置付けを明確にしつ

つ、親会社であるニッシンの協力の下、事業展開を行った結果、当事業年度末に向けて融資残高が大幅に増加し、融資残高

は前事業年度末比32.0％増の9,377,569千円、営業収益は前事業年度比3.2％増の1,327,181千円となりました。商品別の状況

としては、商業手形割引は、手形流通量が減少するなかで競争が一層激化していることなどの要因により、商業手形残高は

前事業年度末比14.1％減の2,167,016千円、受取割引料は前事業年度比9.6％減の252,705千円と減少したものの、営業貸付金

は、九州地域における資金需要が徐々に回復してきていることに加えて顧客ニーズに合致した商品を提供することなどによ

り、営業貸付金残高は前事業年度末比57.4％増の7,210,552千円、受取利息は前事業年度比6.8％増の1,069,127千円となりま

した。 

  

②営業費用、販売費及び一般管理費 

当事業年度末に向けて融資残高が大幅に増加したことなどから、親会社であるニッシンと締結した貸出コミットメント契

約（金融機関等からの借入れに対する保証を含む）を積極的に活用し、借入れを行った結果、関係会社短期借入金及び長期

借入金が増加し、調達残高（再割引手形、短期借入金、関係会社短期借入金、１年返済予定の長期借入金及び長期借入金）

は前事業年度末比28.2％増の8,161,060千円となったものの、調達金利が低下したため、営業費用は前事業年度比0.2％増の

200,191千円となりました。 

販売費及び一般管理費に関しては、債権の健全性を確保するべく、貸倒引当金をより厳格に見積った結果、貸倒引当金の

大幅な積み増しが必要になり、貸倒関連費用（貸倒引当金繰入額及び貸倒損失）が大幅に増加したこと、また利息返還請求

による損失に備えるために利息返還損失引当金を計上したことなどにより利息返還損失引当金繰入額が新規に発生したこ

と、さらに前事業年度まで営業外費用に係争関連損失として計上していた利息返還金の計上を当事業年度より販売費及び一

般管理費に計上したことなどにより、前事業年度比17.7％増の1,253,962千円となりました。 

  

③営業損益 

販売費及び一般管理費の増加に伴い、営業損益は前事業年度の21,050千円の営業利益から当事業年度は126,973千円の営業

損失となりました。 

  

④営業外収益及び営業外費用 

営業外収益は、不動産賃貸収入が増加したため、前事業年度比3.8％増の18,963千円となりました。営業外費用は、利息返

還損失引当金の計上が会計慣行として定着すると考えられること、また、親会社との会計方針の統一を図るため、従来、営

業外費用に計上していた「係争関連損失」を当事業年度より販売費及び一般管理費の「利息返還金」として計上したことな

どにより、当事業年度においては営業外費用を計上しておりません。 

  



⑤経常損益 

経常損益は、営業損失が126,973千円、営業外収益が18,963千円となったことから、前事業年度の31,405千円の経常利益か

ら当事業年度は108,009千円の経常損失となりました。 

  

⑥特別利益及び特別損失 

特別利益は、固定資産売却益等が増加し、前事業年度比61.2％増の1,925千円となりました。特別損失は、平成18年１月26

日開催の当社臨時株主総会において、退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件が承認可決されたこと、また

平成18年１月26日開催の取締役会において、平成18年１月26日開催の臨時株主総会以前より在任し、引き続き役員をつとめ

る者に対して、平成18年１月26日開催の臨時株主総会までの在任期間に係る役員退職慰労金を将来の退任時に株主総会の承

認を受けることを条件として支払うこととするものの、以後は役員退職慰労金の計算をしないことが決議されたため、平成

18年１月26日現在において役員退職慰労金規程に基づいて計算した金額を役員退職慰労引当金として計上したこと（役員退

職慰労引当金繰入額の計上）、さらに固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用した結果、減損損失が発生したことなどにより、特別損失は前事業年度の287千円から

当事業年度は206,044千円の大幅増加となりました。 

  

⑦当期純損益 

税引前当期純損益は経常損失が108,009千円、特別利益が1,925千円、特別損失が206,044千円となったことから、前事業年

度の32,312千円の税引前当期純利益から当事業年度は312,128千円の税引前当期純損失となりました。税金関連費用は、

312,128千円の税引前当期純損失となったことから、118,672千円のマイナス計上となりました。以上の結果、当期純損益

は、前事業年度の12,118千円の当期純利益から当事業年度は193,456千円の当期純損失となりました。 

  

(3）財政状態 

①キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、財務活動において、関係会社短期借入金が増加

したことなどにより1,823,392千円の資金の増加となったものの、営業活動において、営業貸付金が大幅に増加したことなど

により2,438,791千円の資金の減少となった結果、475,670千円（前事業年度末は1,101,327千円）となりました。 

当事業年度におきまして、営業活動による資金の減少は2,438,791千円（前事業年度は7,667千円の資金の減少）となりま

した。これは、税引前当期純損失となったことに加えて、親会社であるニッシンの協力の下、事業展開を行った結果、当事

業年度末に向けて営業貸付金が大幅に増加したためであります。 

当事業年度におきまして、投資活動による資金の減少は10,257千円（前事業年度は5,020千円の資金の減少）となりまし

た。これは、器具備品やソフトウェアなど有形固定資産及び無形固定資産の取得に伴う支出によるものであります。 

当事業年度におきまして、財務活動による資金の増加は1,823,392千円（前事業年度は352,265千円の資金の増加）となり

ました。これは、営業貸付金の大幅増加に伴い、親会社であるニッシンと締結した貸出コミットメント契約（金融機関等か

らの借入れに対する保証を含む）を積極的に活用し、借入れを行った結果、関係会社短期借入金及び長期借入金が増加した

ためであります。 



②資産及び負債並びに資本の状況 

当事業年度末の資産合計は、手形流通量が減少するなかで競争が一層激化していることなどの要因により商業手形が減少

したものの、親会社であるニッシンの協力の下、事業展開を行った結果、営業貸付金が大幅に増加し、前事業年度末比

18.5％増の10,921,597千円となりました。 

負債合計は、営業貸付金の大幅増加に伴い、親会社であるニッシンと締結した貸出コミットメント契約（金融機関等から

の借入れに対する保証を含む）を積極的に活用し、借入れを行った結果、関係会社短期借入金及び長期借入金が増加し、前

事業年度末比28.4％増の8,684,748千円となりました。 

資本合計は、当事業年度において193,456千円の当期純損失を計上し、189,301千円の当期未処理損失となった結果、前事

業年度末比8.6％減の2,236,848千円となりました。以上の結果、当事業年度の自己資本比率は20.5％と前事業年度に比べて

6.1ポイントの低下となりました。 

  

(4）資金調達 

当社は、現在及び将来の営業活動や債務の返済等の資金需要に備え十分な資金を確保するため、資金管理の強化につとめ

ております。必要な資金は、営業活動から生ずるキャッシュ・フロー、金融機関及び親会社であるニッシンからの借入れに

より調達しております。 

長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）5,061,060千円は、金融機関及びノンバンクからの借入れであり、当

事業年度末から返済満期日までの期間は５年以内であり、固定金利または変動金利によっており、期中平均利率は3.1％と

なっております。 

短期借入金（関係会社短期借入金を含む）3,100,000千円のうち1,400,000千円は、金融機関からの借入れであり、固定金

利によっており、期中平均利率は2.9％となっております。 

また、金融機関からの借入金については、全額親会社であるニッシンより債務保証を受けております。 

なお、当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、親会社であるニッシンと貸出コミットメント契約（金融機関等から

の借入れに対する保証を含む）を締結しており、当事業年度末における関係会社短期借入金残高は1,700,000千円、固定金利

によっており、期中平均利率は2.5％となっております。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度におきましては、器具備品の購入ほか総額8,604千円の設備投資を実施しました。 

また、今後の営業効率を勘案し、営業拠点の集約、事務所賃貸費用等の削減を図るため、平成18年３月に下関支店を本社（本

社営業店）、久留米支店を福岡支店、佐世保支店を長崎支店にそれぞれ統合いたしました。  

  

２【主要な設備の状況】 

 当社は、九州地域に８店舗（本社営業店を含む）、中国地域に２店舗、計10店舗の営業拠点を有しております。 

 なお、平成18年３月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであります。 

  

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び構築物 

（千円） 

土 地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計
（千円） 

営業設備 86,488 
436,340
( 768.27) 

13,785 536,614 102

  
本社 
（北九州市小倉北区） 

86,144 
436,340
( 768.27) 

7,326 529,811 40

  
岡山支店 
（岡山県岡山市） 

－ 
－

(   －) 
154 154 5

  
広島支店 
（広島市中区） 

－ 
－

(   －) 
269 269 6

  
福岡支店 
（福岡市中央区） 

274 
－

(   －) 
1,648 1,922 9

  
博多支店 
（福岡市博多区） 

－ 
－

(   －) 
397 397 9

  
長崎支店 
（長崎県長崎市） 

－ 
－

(   －) 
990 990 7

  
熊本支店 
（熊本県熊本市） 

－ 
－

(   －) 
679 679 8

  
大分支店 
（大分県大分市） 

－ 
－

(   －) 
986 986 7

  
宮崎支店 
（宮崎県宮崎市） 

－ 
－

(   －) 
578 578 6

  
鹿児島支店 
（鹿児島県鹿児島市） 

70 
－

(   －) 
752 822 5



 （注）１．帳簿価額のその他の内訳は「車両運搬具」5,910千円及び「器具備品」7,874千円であります。 

２．営業設備のうち、本社以外の９店舗につきましては設備を賃借しております。 

３．上記のほか、リース契約による賃借設備は、次のとおりであります。 

  

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

今後の営業効率を勘案し、翌事業年度においても営業拠点の集約、店舗の移設等を計画しておりますが、当事業年度末におい

て具体的な内容は決定しておりません。なお、現段階において、検討している内容は次のとおりであります。 

(注) １．今後の所要額は、全額自己資金で充当する予定であります。 

２．投資予定額には、店舗差入敷金及び保証金が含まれております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額

従業員数 
（人） 建物及び構築物 

（千円） 

土 地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計
（千円） 

賃貸用不動産 45,834 
83,422

( 501.94) 
－ 129,257 －

  
第２ＤＳビル 
（北九州市小倉北区） 

43,450 
81,815

( 468.28) 
－ 125,265 －

  
パレグランドール 
（福岡県粕屋郡粕屋町） 

2,383 
1,607

(  33.66) 
－ 3,991 －

その他 － 
12,833

( 682.22) 
－ 12,833 －

  北九州市八幡西区 － 
4,073

( 258.52) 
－ 4,073 －

  長崎県西彼杵郡長与町 － 
8,760

( 423.70) 
－ 8,760 －

合計 132,323 
532,595
(1,952.43) 

13,785 678,704 102

  名称 台数
リース期間
（年） 

年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

  
複合機 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

９ ５ 1,167 5,838 

店舗名 設備の内容 
投資予定額 

着手年月及び完了予定年月
総額
(千円) 

既支払額
(千円) 

今後の所要額
(千円) 

福岡支店、博多支店 店舗統合・移設 5,000 ― 5,000 
平成18年７月～ 

平成19年３月 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 17,100,000 

計 17,100,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成18年６月22日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,875,000 4,875,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,875,000 4,875,000 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

    旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   （平成18年１月26日臨時株主総会決議） 

(注)１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整し、調整の結

果生ずる１株に満たない端数については切り捨てる。 

   調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

の結果生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － 1,750 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 175,000（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － １株あたり740（注２） 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成18年５月１日 

至 平成21年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格     740 

資本組入額    370 

新株予約権の行使の条件 － 

①新株予約権者は、本件新株

予約権の行使時において、

当社の取締役、監査役及び

従業員（当社就業規則に定

める社員）のいずれかであ

ることを要する。 

②前項にかかわらず、新株予

約権者が任期満了により取

締役を退任しまたは就業規

則に定める定年により退職

した場合でも本件新株予約

権を行使することができる

ものとする。ただし、退任

または退職の日から90日間

に限り、本件新株予約権を

行使できるものとする。 

③新株予約権者の相続人は、

本件新株予約権を行使する

ことはできないものとす

る。 

④本件新株予約権の質入れそ

の他の処分は認めないもの

とする。 

⑤新株予約権者に法令または

当社内部規律に違反する行

為があった場合、当該新株

予約権者は、本件新株予約

権を行使することができな

いものとする。 

⑥新株予約権者は、一度の手

続において、割当てを受け

た本件新株予約権の全部ま

たは一部を行使することが

できる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

本件新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の決議を要

する。 

 調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株あたりの払込価額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株あたりの時価 

既発行株式数＋新株発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数 600,000株 

発行価格   935円 資本組入額  319円 

払込金総額  561,000千円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式357,000株は、「個人その他」に357単元を含めて記載しております。 

２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

３．平成18年１月26日開催の当社臨時株主総会において、１単元の株式数の変更について決議され、平成18年４月１日付を

もって１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．前事業年度末現在、主要株主であった大松和正及び大松敏雄は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

２．前事業年度末現在、主要株主でなかった株式会社ニッシンは、当事業年度末では主要株主となっております。 

３．上記のほか、自己株式が357千株あります。 

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減
額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成11年10月19日（注） 600,000 4,875,000 191,400 482,900 369,600 471,100

         平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 4 － 5 1 － 228 238 － 

所有株式数
（単元） 

－ 165 － 3,147 1 － 1,561 4,874 1,000

所有株式数の
割合（％） 

－ 3.38 － 64.57 0.02 － 32.03 100.00 － 

   平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ニッシン 東京都新宿区西新宿１－６－１ 3,132 64.2 

畑田眞夫 福岡県北九州市 149 3.1 

大松輝敏 福岡県北九州市 130 2.7 

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神２－13－１ 100 2.1 

芥田浩史 福岡県北九州市 94 1.9 

嵜岡邦彦 東京都世田谷区 82 1.7 

アプレック社員持株会 福岡県北九州市小倉北区馬借３－３－31 71 1.5 

大松和正 福岡県北九州市 50 1.0 

高柳喜代子 福岡県久留米市 50 1.0 

須田忠雄 群馬県桐生市 50 1.0 

計 － 3,908 80.2 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれております。

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

    当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役及び従業員（当社就業規則に定め

る社員）に対して、ストックオプションの目的で新株予約権を無償で発行することが、平成18年１月26日開催の臨時株主総会

において特別決議されました。 

また、平成18年４月21日開催の取締役会において、平成18年１月26日開催の臨時株主総会において承認された旧商法第280条

ノ20および第280条ノ21の規定による新株予約権の発行について決議いたしました。さらに、平成18年４月21日開催の取締役会

決議に基づく新株予約権の行使に際しての払込金額等が、平成18年４月28日に確定いたしました。 

当該制度の概要は、次のとおりであります。 

  

  

    平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  357,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,517,000 4,517 － 

単元未満株式 普通株式   1,000 － － 

発行済株式総数 4,875,000 － － 

総株主の議決権 － 4,517 － 

平成18年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 

株式会社アプレック 
北九州市小倉北区 
馬借３－３－31 

357,000 － 357,000 7.3  

計 － 357,000 － 357,000 7.3  

決議年月日 平成18年１月26日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役４名、監査役１名及び従業員（当社就業規

則に定める社員）102名、合計107名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当する事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

      該当する事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

      該当する事項はありません。 

  

ニ【取得自己株式の処理状況】 

      該当する事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 当社は、「会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる。」旨を定款

に定めております。 

  

３【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要な課題として位置付けており、事業環境及び業績動向等を勘案し、

また、経営体質の充実強化と将来の事業展開に備えるための内部留保とのバランスに留意しながら、利益配分を実施してい

く方針であります。当事業年度におきましては、債権の健全性を確保するべく、貸倒引当金をより厳格に見積った結果、貸

倒引当金の大幅な積み増しが必要になったこと、利息返還請求による損失に備えるために利息返還損失引当金を計上したこ

と、特別損失に役員退職慰労金及び役員退職慰労引当金繰入額を計上したことなどにより、193,456千円の当期純損失となっ

た結果、期末配当金については実施を見送らせていただくことといたしました。今後については、事業環境、業績動向及び

将来における事業展開などを総合的に判断しながら配当を行っていく方針であります。なお、配当政策については、配当性

向30％を目途とする所存であります。 

また、内部留保資金の使途に対する考え方としては、商業手形割引及び営業貸付金を中心とした事業資金のほか、将来へ

の戦略投資などに活用し、経営体質の充実強化と業績の向上に役立てていく方針であります。 

  

  平成18年６月21日現在

区分 株式数（株）

保有自己株式数 357,000 

平成18年６月21日現在 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）  

自己株式取得に係る決議 － － －  



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公

表のものであります。なお、第32期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所の公表のものであります。 

  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 325 235 409
350
※404 

900 

最低（円） 170 93 105
279
※255 

294 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 408 900 656 620 660 750 

最低（円） 340 380 530 510 548 572 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役社長 営業部長 芥田 浩史 昭和37年１月３日生

平成４年10月 株式会社ニッシン入社 

平成６年１月 株式会社ニッシン大宮支店長 

平成８年６月 株式会社ニッシン取締役業務監査部

長 

平成８年10月 株式会社ニッシン取締役顧客サービ

ス部長 

平成10年４月 株式会社ニッシン取締役西日本営業

推進部長 

平成13年４月 株式会社ニッシン取締役調査部長 

平成14年４月 株式会社ニッシン取締役総合企画部

長付部長 

平成15年４月 株式会社ニッシン取締役審査部長 

平成17年７月 株式会社ニッシン取締役兼執行役員 

平成17年11月 株式会社ニッシン取締役兼執行役員

兼管理本部長付部長（現任） 

平成18年１月 当社代表取締役社長兼営業部長（現

任） 

94

取締役 営業管理部長 大松 輝敏 昭和27年11月29日生 

昭和51年５月 当社入社 

昭和52年５月 当社取締役 

昭和55年11月 当社取締役福岡支店長 

平成３年８月 当社取締役営業本部長 

平成５年２月 当社取締役営業部長 

平成10年６月 当社取締役本社営業店長 

平成14年４月 当社取締役支店統括部長 

平成15年６月 当社取締役営業部長兼本社営業店長 

平成18年１月 当社取締役営業管理部長（現任） 

130

取締役 広島支店長 池田 光正 昭和29年７月18日生 

昭和55年８月 当社入社 

平成７年11月 当社博多支店長 

平成10年12月 当社取締役博多支店長 

平成14年９月 当社取締役福岡支店長 

平成16年４月 当社取締役広島支店長（現任） 

13

取締役 総務部長 平松 孝章 昭和42年７月１日生

平成13年５月 株式会社ニッシン入社 

平成13年11月 株式会社ニッシン広島支店長 

平成17年11月 株式会社ニッシン管理本部長付副部

長 

平成18年１月 当社取締役総務部長（現任） 

16

取締役   嵜岡 邦彦 昭和37年１月10日生

昭和61年４月 株式会社ニッシン入社 

昭和63年９月 株式会社ニッシン広島支店長 

平成元年３月 株式会社ニッシン取締役 

平成３年２月 株式会社ニッシン常務取締役 

平成４年12月 株式会社ニッシン専務取締役 

平成８年10月 株式会社ニッシン代表取締役専務取

締役 

平成12年６月 株式会社ニッシン代表取締役社長 

平成16年３月 有限会社秀邦代表取締役（現任） 

平成17年７月 株式会社ニッシン代表取締役社長兼

執行役員（現任） 

平成18年１月 当社取締役（現任） 

82



（注） 取締役嵜岡邦彦及び野尻明裕は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役   野尻 明裕 昭和43年11月15日生

平成３年４月 大蔵省（現財務省）入省 

平成15年８月 株式会社ニッシン入社社長付部長 

平成16年６月 株式会社ニッシン取締役社長付部長 

平成16年７月 株式会社ニッシン取締役財務部長 

平成17年７月 株式会社ニッシン常務取締役兼執行

役員財務部長 

平成18年１月 当社取締役（現任） 

平成18年２月 株式会社ニッシン常務取締役兼執行

役員管理本部長（現任） 

－

常勤監査役   伊田 喜弘 昭和22年９月２日生 

昭和41年４月 株式会社神戸銀行入行 

昭和58年12月 当社入社 

平成７年２月 当社退社 

平成７年４月 山口県豊浦郡菊川町議会議員 

平成９年６月 当社監査役（現任） 

10

監査役   檜垣 均 昭和34年12月14日生 

昭和58年11月 株式会社ニッシン入社 

平成６年３月 株式会社ニッシン経理部長兼財務部

長 

平成６年６月 株式会社ニッシン取締役 

平成12年６月 株式会社ニッシン常務取締役 

平成16年８月 株式会社ベンチャー・リンク監査役

（現任） 

平成17年７月 株式会社ニッシン専務取締役兼執行

役員（現任） 

平成18年１月 当社監査役（現任） 

－

監査役   岸村 義基 昭和19年８月25日生 

昭和55年５月 株式会社三洋信販入社 

平成13年２月 株式会社ニッシン入社 

平成13年２月 株式会社ニッシン財務部顧問 

平成15年６月 株式会社ニッシン常勤監査役（現

任） 

平成16年８月 株式会社ベンチャー・リンク監査役

（現任） 

平成18年１月 当社監査役（現任） 

－

計 345



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方としては、経営環境の変化に対して柔軟かつ的確に対応するための

取締役の選任、取締役会の活性化、責任の明確化によって経営の健全性を確保するとともに、経営監視体制の強化とその実効

性の確保に努めることを経営上の重要課題と位置付けております。また、法令遵守を徹底するため実効性のあるコンプライア

ンスプログラムや体制づくりに努めていく方針であります。 

  

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の内容 

当社において、会社の経営上の意思決定は、取締役会によってなされており、毎月１回の定時取締役会開催のほか、必要

に応じて臨時取締役会を開催しております。現在の取締役の員数は６名であり、機動的かつ迅速性の高い意思決定を実現し

ていると考えております。会社の執行機能につきましては、取締役が担っており、会社規模などを勘案すると現在の体制が

適正であると考えておりますが、将来的に会社規模が拡大し、現在の執行体制が有効に機能しないと判断される場合には、

随時、見直しを検討していきたいと考えております。 

また、取締役嵜岡邦彦及び野尻明裕は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。社外取締役選任の理由は、

親会社との経営情報の共有及び当社経営方針、事業運営に関する有用な助言を得ることなどであり、社外取締役である嵜岡

邦彦及び野尻明裕は、平成18年１月26日の就任以来、平成18年３月末までに開催された取締役会（４回）にすべて出席して

おります。なお、社外取締役からは、毎回、当社の事業方針に関して貴重な助言をいただいており、当社取締役会の活性化

につながっております。 

また、当社は監査役制度を採用しており、監査役が監督機能を担っております。現在、監査役３名が取締役会に出席し、

取締役会が法令及び諸規則に則って運営されているか監督しているほか、取締役の職務執行が適正になされているか監査し

ております。当社は、資本金５億円以上または負債総額200億円以上の大会社ではないため、社外監査役を選任しておりませ

ん。監査役檜垣均及び岸村義基は社外監査役としての要件を満たしており、かつ企業規模を勘案すると現在の体制に問題が

あるとは考えておりませんが、今後、社外監査役としての選任を検討していく方針であります。 

なお、平成18年６月より、経営の透明性向上と法令遵守の徹底及び充実したコーポレート・ガバナンス体制を構築すると

共に、内部監査体制を一層強化することを目的として、「内部監査部」を新設し、内部監査業務を「経営企画室」から移管

しております。 

  

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社は、NISグループの「人間尊重」、「正直営業」、「誠実経営」といった経営理念の下、「事業主様のあらゆるニーズ

に対応すべく努力し、お客様とともに利益を生み出すことで社会に貢献する」という強い使命感をもって、事業に取り組ん

でおります。 

このため、法令遵守を徹底するため実効性のあるコンプライアンスプログラムや体制づくりを強化しており、行動規範の

配付によるコンプライアンスに対する意識の醸成、NISグループ内部通報制度によるコンプライアンスリスクの低減などを

図っております。また、平成18年６月に新設した内部監査部による業務監査の実施により、不正の発見・防止及びその改善

を行っていく方針であります。 

なお、当社は、主要事業として貸金業を営んでおり、貸金業規制法の適用を受けております。貸金業規制法は昭和59年５

月に施行された後、頻繁に改正され、その都度貸金業を営む事業者への規制が強化されております。主として、貸金業を事

業ドメインとする当社としては、貸金業規制法へのコンプライアンス対応が当社の事業目的を達成するために必要な最低条

件として認識しており、今後も引き続きコンプライアンス徹底に向けた社内研修等の諸施策を実施してまいります。 

  



（業務執行・内部統制の仕組み） 

 

  

 ③内部監査及び監査役監査の状況 

平成18年３月中旬までは経営企画室担当者が内部監査業務を兼務しておりましたが、平成18年３月下旬以降は経営企画室

に内部監査専従者３名を増員するなど内部監査体制の強化を行いました。また、平成18年５月24日開催の当社取締役会にお

いて、平成18年６月１日付で経営の透明性向上と法令遵守の徹底及び充実したコーポレート・ガバナンス体制を構築すると

共に、内部監査体制を一層強化することを目的として、「内部監査部」を新設し、内部監査業務を「経営企画室」から移管

いたしました。なお、従来、内部監査部門と監査役は連携して会計監査及び業務監査を行ってまいりましたが、今後とも協

力してコーポレート・ガバナンス体制の強化を図っていく方針であります。 

また、当社は、外部監査として、証券取引法に基づく監査を新日本監査法人より受けております。ただし、資本金５億円

以上または負債総額200億円以上の大会社ではないため、会社法上の会計監査人を選任しておりません。したがって、新日本

監査法人が会計監査の状況を監査役に対して報告する義務はありませんが、最低でも年に１回、期末監査の状況を監査役に

対して報告しているほか、必要に応じて、会計方針などについて協議を行っております。 

  

④会計監査の状況 

・当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人及び継続監査年数 

指定社員 業務執行社員：橋本 佑太郎、新日本監査法人所属、継続監査年数９年 

指定社員 業務執行社員：藤田 直己、新日本監査法人所属 

・当社の監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ９名 

会計士補  ５名 

その他   １名 

  

なお、当社と親会社であるニッシンは、同種の融資事業を行っており、関連法令等の改正による影響を同時に受けること

が多いほか、親子会社間における効率的な連結監査の実施が求められていること、また、ニッシンはニューヨーク証券取引

所に上場し、米国企業改革法の適用を受けており、当社においては、ニッシンが同法に基づき行う子会社評価において必要

とされる会計監査人による内部統制監査に対応する体制の構築を求められていることなどから、親子会社間で円滑かつ適切

な対応を行っていくことを目的として、第34期事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の監査よりニッ

シンの会計監査人である三優監査法人を選任することを平成18年６月５日開催の当社取締役会において決議いたしました。 



  

⑤社外取締役等との関係 

取締役嵜岡邦彦及び野尻明裕は親会社であるニッシンとの兼務取締役であり、嵜岡邦彦はニッシンの代表取締役社長兼執

行役員、野尻明裕は常務取締役兼執行役員であります。両者ともにニッシンから役員報酬等を受けておりますが、当社から

は役員報酬等を受けておりません。 

また、社外監査役は選任しておりませんが、監査役檜垣均及び岸村義基は社外監査役としての要件を満たしております。

なお、檜垣均はニッシンの専務取締役兼執行役員、岸村義基はニッシンの常勤監査役であります。両者ともにニッシンから

役員報酬等を受けておりますが、当社からは役員報酬等を受けておりません。 

  

⑥役員報酬の内容 

当事業年度において、当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

  

（注）１．取締役への支給額（株主総会決議に基づく退職慰労金を除く。）には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額を含ん

でおりません。 

２．平成６年５月27日開催の株主総会決議による報酬限度額は、次のとおりであります。 

取締役年額150,000千円以内、監査役年額30,000千円以内 

３．使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む。） 

取締役３名 12,816千円 

４．支給人員には、当営業年度において退任した取締役２名、監査役１名を含んでおります。 

  

⑦監査報酬の内容 

当事業年度におきまして、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬等は以下のと

おりであります。 

区分 

取締役 監査役 合計 

支給人員 
（人） 

支給額
（千円） 

支給人員
（人） 

支給額
（千円） 

支給人員
（人） 

支給額 
（千円） 

定款又は株主総会決議 
に基づく報酬 

6 40,288 2 15,200 8 55,488 

利益処分による役員賞与 － － － － － － 

株主総会決議に基づく 
退職慰労金 

2 144,677 1 3,941 3 148,619 

合計 － 184,965 － 19,141 － 204,107 

区分 報酬等の額（千円） 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 9,250 

上記以外の業務に基づく報酬 － 

合計 9,250  



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第32期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第32期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び第33期

事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につきまして、新日本監査法人により監査を受けておりま

す。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

    
第 32 期

（平成17年３月31日） 
第 33 期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 ※１  1,434,813 810,076 

２．商業手形 ※１  2,485,345 2,132,530 

３．営業貸付金 ※１  4,241,768 6,885,031 

４．貯蔵品    2,775 3,835 

５．前払費用    21,879 17,750 

６．繰延税金資産    18,361 144,931 

７．未収収益    25,381 38,123 

８．未収法人税等    － 3,380 

９．その他    9,187 6,562 

10．貸倒引当金    △ 23,730 △ 26,282 

流動資産合計    8,215,782 89.2 10,015,938 91.7

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物 ※１ 349,913 350,122  

減価償却累計額   211,436 138,476 217,996 132,126 

(2）構築物 ※１ 2,160 2,160  

減価償却累計額   1,935 224 1,962 197 

(3）車両運搬具   34,768 28,193  

減価償却累計額   26,036 8,731 22,283 5,910 

(4）器具備品   50,712 45,801  

減価償却累計額   46,441 4,271 37,926 7,874 

(5）土地 ※１  537,622 532,595 

有形固定資産合計    689,327 7.5 678,704 6.2

２．無形固定資産     

(1）ソフトウェア    1,275 7,140 

(2）電話加入権    8,328 8,328 

無形固定資産合計    9,603 0.1 15,469 0.2

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券    32,285 34,481 

(2）長期営業債権 ※２  376,522 360,007 

(3）長期前払費用    259 34 

(4）繰延税金資産    94,077 86,512 

(5）その他    42,446 34,978 

(6）貸倒引当金    △ 247,559 △ 304,529 

投資その他の資産合計    298,031 3.2 211,484 1.9

固定資産合計    996,963 10.8 905,658 8.3

資産合計    9,212,746 100.0 10,921,597 100.0



  

  

    
第 32 期

（平成17年３月31日） 
第 33 期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．再割引手形    52,382 － 

２．短期借入金    1,498,000 1,400,000 

３．関係会社短期借入金    － 1,700,000 

４．１年以内返済予定の長
期借入金 

   1,446,932 1,711,680 

５．未払金    10,675 22,721 

６．未払費用    48,349 54,271 

７．未払法人税等    17,479 2,649 

８．預り金    1,642 1,700 

９．前受収益    45,002 40,021 

10．賞与引当金    33,518 33,274 

11．利息返還損失引当金    － 50,000 

12．退職給付引当金    － 265,571 

13．その他    28 28 

流動負債合計    3,154,009 34.2 5,281,917 48.4

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金    3,370,146 3,349,380 

２．退職給付引当金    238,044 － 

３．役員退職慰労引当金    － 51,485 

４．その他    2,127 1,965 

固定負債合計    3,610,317 39.2 3,402,831 31.1

負債合計    6,764,327 73.4 8,684,748 79.5

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※３  482,900 5.3 482,900 4.4

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   471,100 471,100  

資本剰余金合計    471,100 5.1 471,100 4.3

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金   50,420 50,420  

２．任意積立金     

別途積立金   1,525,000 1,515,000  

３．当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

  16,745 △ 189,301  

利益剰余金合計    1,592,165 17.3 1,376,118 12.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

   3,489 0.0 7,965 0.1

Ⅴ 自己株式 ※４  △ 101,236 △ 1.1 △ 101,236 △ 0.9

資本合計    2,448,418 26.6 2,236,848 20.5

負債・資本合計    9,212,746 100.0 10,921,597 100.0

      



②【損益計算書】 

    
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益     

１．受取割引料   279,566 252,705  

２．受取利息   1,000,973 1,069,127  

３．受取手数料   5,807 5,246  

４．預金利息   115 1,286,463 100.0 102 1,327,181 100.0

Ⅱ 営業費用     

１．再割引料   3,321 167  

２．借入金利息   189,798 194,018  

３．支払手数料   6,743 199,863 15.5 6,005 200,191 15.1

営業総利益    1,086,599 84.5 1,126,989 84.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１．役員報酬   59,013 55,488  

２．給料手当   537,988 523,321  

３．福利厚生費   75,719 75,549  

４．賞与引当金繰入額   33,518 33,274  

５．退職給付費用   32,072 31,625  

６．採用・研修費   4,916 5,294  

７．審査費   25,915 29,412  

８．債権管理費   6,850 7,996  

９．営業費   17,546 16,077  

10．旅費交通費   9,746 12,198  

11．通信費   25,032 24,561  

12．貸倒引当金繰入額   40,650 133,887  

13．貸倒損失   745 7,351  

14．利息返還損失引当金繰
入額 

  － 50,000  

15．利息返還金   － 25,057  

16．事務用品・消耗品費   3,875 7,103  

17．地代家賃   81,530 80,579  

18．減価償却費   14,902 14,440  

19．租税公課   37,953 41,967  

20．その他   57,572 1,065,549 82.9 78,774 1,253,962 94.5

営業利益又は営業損失
（△） 

   21,050 1.6 △ 126,973 △ 9.6



  

  

    
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益     

１．受取配当金   387 262  

２．不動産賃貸収入   16,537 18,140  

３．雑収入   1,345 18,270 1.4 560 18,963 1.5

Ⅴ 営業外費用     

１．係争関連損失   7,507 －  

２．支払手数料   408 7,915 0.6 － － －

経常利益又は経常損失
（△） 

   31,405 2.4 △ 108,009 △ 8.1

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※１ 6 1,284  

２．償却債権回収収益   1,187 1,193 0.1 640 1,925 0.1

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産処分損 ※２ 287 911  

２．役員退職慰労金   － 148,619  

３．役員退職慰労引当金繰
入額 

  － 51,485  

４．減損損失 ※３ － 287 0.0 5,027 206,044 15.5

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

   32,312 2.5 △ 312,128 △23.5

法人税、住民税及び事
業税 

  12,797 3,363  

法人税等調整額   7,395 20,193 1.6 △ 122,036 △ 118,672 △ 8.9

当期純利益又は当期純
損失（△） 

   12,118 0.9 △ 193,456 △14.6

前期繰越利益    4,626 4,155 

当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

   16,745 △ 189,301 

      



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
第 32 期

 （自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
 （自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
税引前当期純利益又は税引前当期純損失
（△） 

32,312 △  312,128 

減価償却費 14,902 14,440 

減損損失 － 5,027 

退職給付引当金の増減額（減少:△） 26,743 27,527 

役員退職慰労引当金の増減額（減少:△） － 51,485 

賞与引当金の増減額（減少:△） 3,827 △    244 

利息返還損失引当金の増減額（減少:△） － 50,000 

貸倒引当金の増減額（減少:△） △  43,502 59,521 

固定資産売却益 △   6 △   1,284 

固定資産処分損 287 911 

受取配当金 △   387 △    262 

支払利息 189,798 194,018 

商業手形の増減額（増加:△） 272,907 356,320 

営業貸付金の増減額（増加:△） △ 263,837 △ 2,630,253 

再割引手形の増減額（減少:△） △  57,226 △  52,382 

その他 △  11,544 6,986 

小計 164,273 △ 2,230,316 

配当金の受取額 387 262 

利息の支払額 △ 189,556 △  189,559 

法人税等の支払額 △  1,737 △  19,178 

法人税等の還付額 18,965 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー △  7,667 △ 2,438,791 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △ 333,485 △  334,105 

定期預金の払戻による収入 333,164 333,185 

有形固定資産の取得による支出 △  4,767 △   8,604 

有形固定資産の売却による収入 68 2,007 

無形固定資産の取得による支出 － △   7,739 

投資有価証券の売却による収入 － 5,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  5,020 △  10,257 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 1,698,000 1,298,000 

短期借入金の返済による支出 △ 1,808,000 △ 1,396,000 

関係会社短期借入れによる収入 － 2,500,000 

関係会社短期借入金の返済による支出 － △  800,000 

長期借入れによる収入 3,510,000 4,445,000 

長期借入金の返済による支出 △ 2,988,871 △ 4,201,018 

自己株式の取得による支出 △  35,739 － 

配当金の支払額 △  23,125 △  22,590 

財務活動によるキャッシュ・フロー 352,265 1,823,392 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△) 339,577 △  625,657 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 761,750 1,101,327 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,101,327 475,670 

  



④【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

利益処分計算書                    損失処理計算書 

（注）第32期の配当金は、自己株式357,000株分を除いております。 

  

  次へ 

    
第 32 期 

（株主総会承認日 
   平成17年６月29日） 

第 33 期 
（株主総会承認日 

   平成18年６月21日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 区分
注記

番号 
金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益    16,745 Ⅰ 当期未処理損失  189,301

Ⅱ 任意積立金取崩額    Ⅱ 損失処理額  

   別途積立金取崩額   10,000 10,000    任意積立金取崩額  

    合計    26,745     別途積立金取崩額 189,301 189,301

Ⅲ 利益処分額    Ⅲ 次期繰越損失  －

配当金   22,590 22,590

    Ⅳ 次期繰越利益    4,155

     



重要な会計方針 

項  目 
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用して

おります。 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     15～50年 

構築物    10～20年 

車両運搬具  ４～６年 

器具備品   ４～６年 

同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

同左 

  

  ────── (3）利息返還損失引当金 

    利息制限法の上限金利を超過して支

払った債務者等からの利息の返還請求

に備えるため、過去の利息返還実績を

踏まえ、かつ最近の利息返還状況を考

慮し、利息返還見込額を計上しており

ます。 



項  目 
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ────── （追加情報） 

     当事業年度より、「リサーチ・セン

ター審理情報〔No.24〕「貸金業の規

制等に関する法律」のみなし弁済規定

の適用に係る最高裁判決を踏まえた消

費者金融会社等における監査上の留意

事項について」（日本公認会計士協会

平成18年３月15日）の公表を受けて、

今後、利息返還損失引当金の計上が会

計慣行として定着すると考えられるこ

と及び期間損益のより一層の適正化と

財務体質の健全化を図るために利息返

還損失引当金を計上しております。こ

の変更により、従来の方法によった場

合と比較して、営業損失及び経常損失

並びに税引前当期純損失がそれぞれ

50,000千円多く計上されております。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

よりそれぞれ発生の翌事業年度から損

益処理しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

よりそれぞれ発生の翌事業年度から損

益処理しております。 

    （追加情報） 

    

  

  

  

  

  

  

平成18年４月７日開催の取締役会に

おいて、平成18年５月末において退職

一時金制度を廃止し、平成18年６月に

退職金の打切り支給を行うことを決議

しております。このため、従来は固定

負債に計上していた退職給付引当金を

当事業年度においては流動負債に計上

しております。なお、平成18年６月に

退職金の打切り支給（208,680千円）

を行った結果、追加の損失は発生して

おりません。 



  

項  目 
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ──────  (5）役員退職慰労引当金 

平成18年１月26日開催の取締役会に

おいて、平成18年１月26日開催の臨時

株主総会以前より在任し、引き続き役

員をつとめる者に対して、平成18年１

月26日開催の臨時株主総会までの在任

期間に係る役員退職慰労金を将来の退

任時に株主総会の承認を受けることを

条件として支払うこととするものの、

以後は役員退職慰労金の計算をしない

ことが決議されたため、平成18年１月

26日現在において役員退職慰労金規程

に基づいて計算した金額を計上してお

ります。 

４．収益及び費用の計上基準  受取割引料及び受取利息は発生基準に

より計上しております。なお、未収利息

については、利息制限法利率または当社

約定利率のいずれか低い方により計上し

ております。 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税については税

抜方式によっております。なお、控除

対象外消費税等については、当期の費

用として処理しております。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

第 32 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純損失は5,027千円増加し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── （利息返還金） 

   利息返還損失引当金の追加情報に記載してあるよう

に、利息返還損失引当金の計上が会計慣行として定着す

ると考えられること、また、親会社との会計方針の統一

を図るため、従来、営業外費用に計上していた「係争関

連損失」を当事業年度より販売費及び一般管理費の「利

息返還金」として計上しております。この結果、従来と

同一の基準を採用した場合と比較して、営業損失が

25,057千円多く計上されております。 

 なお、営業外費用の「係争関連損失」から販売費及び

一般管理費の「利息返還金」への変更は当下半期に行わ

れたため、当中間会計期間は従来の方法によっておりま

す。したがって、当中間会計期間は変更後の方法によっ

た場合に比べ、営業利益が4,200千円多く計上されてお

ります。 

第 32 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分） ────── 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から法人事業税の付加

価値割及び資本割については、実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会

（平成16年２月13日））に基づき、販売費及び一般管理

費の「租税公課」に計上（4,730千円）しております。

これにより、営業利益及び経常利益並びに税引前当期純

利益が4,730千円減少しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

第 32 期 
（平成17年３月31日） 

第 33 期
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

 短期借入金1,498,000千円、１年以内返済予定の

長期借入金1,356,932千円及び長期借入金3,310,146

千円の債務に対する担保差入状況は下記のとおりで

あります。 

 １年以内返済予定の長期借入金80,000千円の債務

に対する担保差入状況は下記のとおりであります。 

  
現金及び預金 185,910千円

商業手形 1,903,218 

営業貸付金 3,375,504 

建物 135,334 

構築物 224 

土地 518,155 

計 6,118,347 

  

営業貸付金 88,390千円 

計 88,390 

 なお、同時に代表取締役社長大松和正より、短期

借入金1,498,000千円、長期借入金（１年以内返済

予定の長期借入金を含む）4,817,078千円、再割引

手形52,382千円に対して債務保証を受けておりま

す。 

  

※２．長期営業債権 ※２．長期営業債権 

 長期営業債権については、商業手形及び営業貸付

金のうち、保証人の状況や債務の弁済状況から回収

に１年以上かかると思われるもの及び回収に懸念が

あると思われるものを計上しております。 

 長期営業債権については、商業手形及び営業貸付

金のうち、保証人の状況や債務の弁済状況から回収

に１年以上かかると思われるもの及び回収に懸念が

あると思われるものを計上しております。 
  

回収に１年以上かかると思わ
れるもの 

120,132千円

回収に懸念があると思われる
もの 

256,389 

計 376,522 

うち財務諸表等規則第32条 
第１項10号の破産更生債権等

273,992 

回収に１年以上かかると思わ
れるもの 

72,801千円 

回収に懸念があると思われる
もの 

287,206 

計 360,007 

うち財務諸表等規則第32条 
第１項10号の破産更生債権等

169,881 

※３．会社が発行する株式の総数 ※３．会社が発行する株式の総数 
  

普通株式 17,100,000株 普通株式 17,100,000株 

発行済株式総数 発行済株式総数 
  

普通株式 4,875,000株 普通株式 4,875,000株 

※４．自己株式 ※４．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

357,000株であります。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

357,000株であります。 

５．配当制限 ５．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,489千

円であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は7,965千

円であります。 



  

（損益計算書関係） 

第 32 期 
（平成17年３月31日） 

第 33 期
（平成18年３月31日） 

６．      ────── ６．貸出コミットメント 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、親

会社である株式会社ニッシンと貸出コミットメント

契約（金融機関等からの借入れに対する保証を含

む）を締結しており、当事業年度末の借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

  

貸出コミットメント 

及び債務保証の総額 
10,000,000千円 

借入実行残高 

債務被保証残高 

 1,700,000 

6,381,060 

差引額  1,918,940 

第 32 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具売却益 6千円

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具売却益 1,284千円 

※２．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 
  

  

車両運搬具売却損 215千円

車両運搬具除却損 71 

計 287 

車両運搬具売却損 79千円 

車両運搬具除却損 229 

器具備品除却損 602 

計 911 

※３．       ────── ※３．減損損失 
  

当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しました。 

当社は、事業者向け貸金業用資産については各営

業店舗ごとに、賃貸用不動産及び遊休資産について

は個別物件単位にグルーピングを行っております。

また、本社設備については共用資産としておりま

す。 

市場価格の著しい下落が認められた上記の遊休資

産（土地）の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額（5,027千円）を減損損失として特別損

失に計上しております。 

なお、回収可能価額は、固定資産税評価額を基に

した正味売却価額により評価しております。 

場所 用途 種類 その他 

北九州市 

八幡西区 
遊休資産 土地 － 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

第 32 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日） （平成18年３月31日） 
  

現金及び預金勘定   1,434,813千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

  △ 333,485 

現金及び現金同等物   1,101,327 

現金及び預金勘定   810,076千円 

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

  △ 334,405 

現金及び現金同等物   475,670 

(2）重要な非資金取引の内容 (2）重要な非資金取引の内容 

該当する事項はありません。 該当する事項はありません。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第 32 期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

──────                     器具備品 

  

  

  

    

取得価額相当額 5,838千円

減価償却累計額相当額 － 

期末残高相当額 5,838 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

────── 未経過リース料期末残高相当額 

  

  

  

    

１年内 1,167千円 

１年超 4,670 

    計 5,838 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 
  

支払リース料 2,595千円

減価償却費相当額 2,595 

支払リース料 －千円 

減価償却費相当額 － 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法により算定しております。 

同左 

  

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

第32期（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

第33期（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 9,284 15,811 6,526 
(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 
(3）その他 － － － 

小計 9,284 15,811 6,526 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 2,752 2,415 △337 
(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 
(3）その他 4,996 4,658 △337 

小計 7,748 7,073 △674 
合  計 17,033 22,885 5,852 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 9,400 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 9,284 23,190 13,905 
(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 
(3）その他 － － － 

小計 9,284 23,190 13,905 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 2,752 2,450 △302 
(2）債券 

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 
(3）その他 4,684 4,440 △243 

小計 7,436 6,890 △545 
合  計 16,720 30,081 13,360 

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額（千円） 

5,000 － － 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 4,400 



（デリバティブ取引関係） 

第32期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

  

第33期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当する事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に

準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。なお、平成18年４月７日開

催の取締役会において、平成18年５月末において退職一時金制度を廃止し、平成18年６月に退職金の打切り支給を行うこ

とを決議しております。当該取締役会決議に基づき、平成18年６月に退職金の打切り支給を行った結果、追加の損失は発

生しておりません。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務の計算基礎 

  
第 32 期

（平成17年３月31日） 
第 33 期 

（平成18年３月31日） 

退職給付債務（千円） △ 251,768 △ 274,627 

(1）年金資産（千円） － － 

(2）退職給付引当金（千円） △ 238,044 △ 265,571 

(3）前払年金費用（千円） － － 

(4）会計基準変更時差異の未処理額（千円） － － 

(5）未認識過去勤務債務（千円） － － 

(6）未認識数理計算上の差異（千円） △ 13,723 △ 9,056 

  
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

退職給付費用（千円） 32,072 31,625 

(1）勤務費用（千円） 24,628 24,159 

(2）利息費用（千円） 4,570 4,967 

(3）期待運用収益（千円） － － 

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円） － － 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 2,874 2,498 

(6）会計基準変更時差異の費用処理額（千円) － － 

(7）臨時に支払った割増退職金（千円） － － 

  
第 32 期

（平成17年３月31日） 
第 33 期 

（平成18年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.0 2.0 

(2）期待運用収益率（％） － － 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） － － 

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

（注）当事業年度におきましては、税引前当期純損失となっておりますので、記載を省略しております。 

  

（持分法損益等） 

第32期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は子会社及び関連会社がありませんので、該当する事項はありません。 

  

第33期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は子会社及び関連会社がありませんので、該当する事項はありません。 

  

  

  
第 32 期

（平成17年３月31日） 
第 33 期 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産         

賞与引当金損金算入限度超過額  13,534千円    13,436千円  

未払事業税否認  2,444    675  

貸倒引当金繰入限度超過額  0    47,796  

退職給付引当金超過額  93,847    107,237  

投資有価証券評価損  2,593    2,593  

一括償却資産償却限度超過額  －    881  

未払社会保険料否認  1,518    1,510  

繰越欠損金  －    20,451  

利息返還損失引当金  －    20,190  

役員退職慰労引当金  －    20,790  

その他  863    1,881  

繰延税金資産小計  114,802    237,445  

評価性引当額  －    △606  

繰延税金資産合計  114,802    236,838  

繰延税金負債         

その他有価証券評価差額金  2,363    5,394  

繰延税金負債合計  2,363    5,394  

繰延税金資産の純額  112,439    231,443  

  
第 32 期

（平成17年３月31日） 
第 33 期 

（平成18年３月31日） 

  

  

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

住民税均等割等 

事業税付加価値割・資本割 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

    40.4％ 

   

  2.1 

  10.5 

   5.9 

   3.6 

  62.5 

 

─────── 



【関連当事者との取引】 

第32期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記の役員及び個人主要株主に対して、保証料の支払い及び担保の提供は行っておりません。 

  

第33期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．前事業年度において、役員及び主要株主であった大松和正氏は、平成18年１月26日開催の当社臨時株主総会終結の時を

もって、辞任により役員を退任いたしました。また、当事業年度末においては、主要株主ではなくなりました。なお、

金融機関等への債務保証についても、当事業年度末までにすべて解消されております。 

２．取引条件及び取引条件等の決定方針等 

資金の借入れに係る利息及び金融機関への債務保証に係る保証料については、一般市中金利を参考にして、両社協議の

上決定しております。 

３．上記取引金額については、消費税等を含んでおりません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

属性 氏名 住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 
主要株主 

大松 和正 － － 
当社代表 
取締役社長 

（被所有）
直接 39.5 

－ －
金融機関等へ
の債務保証 

－ － 6,367,460

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容又
は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 
株式会社
ニッシン 

愛媛県
松山市 

11,848,953
総合金融サ
ービス事業 

（被所有）
直接 69.3 

5名 －

資金の借入れ 2,500,000
関 係 会 社
短期借入金 

1,700,000

金融機関等へ
の債務保証 

－ － 6,381,060

利息・保証料
の支払 

7,285 支払利息 －

－ 未払費用 532

コンサルティ
ング料 

7,374
販売費及び
一般管理費
（その他） 

－

項  目 
第 32 期

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第 33 期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 541円92銭 495円09銭 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失
金額（△） 

2円65銭 △42円81銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

  
第 32 期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第 33 期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 12,118 △193,456 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

12,118 △193,456 

期中平均株式数（千株） 4,561 4,518 



（重要な後発事象） 

第32期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当する事項はありません。 

  

第33期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、平成18年４月21日開催の取締役会において、平成18年１月26日開催の臨時株主総会において承認されました旧商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定による新株予約権の発行について決議いたしました。また、平成18年４月21日開催の

取締役会決議に基づく新株予約権の行使に際しての払込金額等が、平成18年４月28日に確定いたしました。その概要は、以

下のとおりであります。 

  

記 

  

  

1. 新株予約権の名称 株式会社アプレック 

第１回新株予約権証券 

2. 新株予約権の発行目的 当社の業務に従事する者の業績向上に対する意欲や士気を一層高め、ま

た、優秀な人材を確保するため 

3. 新株予約権の発行日 平成18年４月28日 

4. 新株予約権の発行数 1,750個（新株予約権１個につき100株） 

5. 新株予約権の発行価額 無償 

6. 新株予約権の目的たる

株式の種類及び数  

当社普通株式 175,000株 

7. 新株予約権行使に際

しての払込金額 

新株予約権１個当たり 74,000円 

（株式１株当たり 740円） 

8. 新株予約権の行使に

より発行または移転

される当社普通株式

の総額 

129,500,000円 

9. 新株予約権の行使に

より新たに当社普通

株式を発行する場合

において発行価額中

資本組入額 

株式１株当たり  370円 

10. 新株予約権の行使可

能期間 

平成18年５月１日から平成21年４月30日まで 

11. 新株予約権の割当を

受ける者 

当社取締役４名、監査役１名及び従業員（当社就業規則に定める社員）

102名、合計107名に割り当てる。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 資産総額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略しております。 

  

  



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、無形固定資産に係る記載中「前期末残高」、「当期増加額」及

び「当期減少額」の記載を省略しております。 

２．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

【社債明細表】 

 該当する事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産    

  建物 349,913 209 － 350,122 217,996 6,560 132,126

  構築物 2,160 － － 2,160 1,962 27 197

  車両運搬具 34,768 1,774 8,348 28,193 22,283 3,563 5,910

  器具備品 50,712 6,620 11,531 45,801 37,926 2,414 7,874

  土地 537,622 － 
5,027
（5,027）

532,595 － － 532,595

有形固定資産計 975,177 8,604 
24,906
（5,027）

958,874 280,170 12,566 678,704

無形固定資産    

  ソフトウェア － － － 12,064 4,923 1,874 7,140

  電話加入権 － － － 8,328 － － 8,328

無形固定資産計 － － － 20,393 4,923 1,874 15,469

長期前払費用 259 30 255 34 － － 34

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

２．当事業年度末の短期借入金の内訳は以下のとおりであります。 

  

３．当事業年度末の長期借入金の内訳は以下のとおりであります。なお、金額の（ ）内は内書で１年以内に返済予定の長

期借入金であります。 

  

４．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率（％） 返済期限 

短期借入金 1,498,000 3,100,000 2.8 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,446,932 1,711,680 3.1 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のもの
を除く。） 

3,370,146 3,349,380 3.1 平成20年～22年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 6,315,078 8,161,060 － － 

  借入先 金額（千円） 使途 最終返済期限 担保 

  ㈱福岡銀行 1,200,000 運転資金 平成18年８月８日 － 

  ㈱山口銀行 200,000 運転資金 平成19年３月16日 － 

  ㈱ニッシン 1,700,000 運転資金 平成19年３月28日 － 

  合計 3,100,000 － － － 

  借入先 金額（千円） 使途 最終返済期限 担保 

  ㈱山口銀行 
1,736,060 
（ 552,160）

運転資金 平成22年５月５日 － 

  ㈱福岡銀行 
800,000 

（ 265,200）
運転資金 平成21年３月３日 － 

  ㈱西日本シティ銀行 
722,000 

（ 240,660）
運転資金 平成21年３月29日 － 

  ㈱福岡中央銀行 
200,000 

（  66,000）
運転資金 平成21年３月10日 － 

  福岡ひびき信用金庫 
1,523,000 
（ 507,660）

運転資金 平成21年３月10日 － 

  伊藤忠ファイナンス㈱ 
80,000 

（  80,000）
運転資金 平成18年７月31日 営業貸付金 

  合計 
5,061,060 
（1,711,680）

－ － － 

    
１年超 ２年以内 
（千円） 

２年超 ３年以内
（千円） 

３年超 ４年以内
（千円） 

４年超 ５年以内 
（千円） 

  長期借入金 1,618,680 1,555,520 165,180 10,000 



【資本金等明細表】 

（注） １．当事業年度末における自己株式数は、357,000株であります。 

２．当事業年度における減少額は、前事業年度の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 482,900 － － 482,900

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注１） （株） （4,875,000） （    －） （    －） （4,875,000）

普通株式 （千円） 482,900 － － 482,900

計 （株） （4,875,000） （    －） （    －） （4,875,000）

計 （千円） 482,900 － － 482,900

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

  
（千円） 471,100 － 

 
－ 

 
471,100 

計 （千円） 471,100 － － 471,100

利益準備金及
び任意積立金 

(利益準備金) （千円） 50,420 － － 50,420

(任意積立金) 
別途積立金（注２） 

  
（千円） 1,525,000 － 

 
10,000 

 
1,515,000 

計 （千円） 1,575,420 － 10,000 1,565,420

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用）
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 271,290 133,887 74,365 － 330,812

賞与引当金 33,518 33,274 33,518 － 33,274

利息返還損失引当金 － 50,000 － － 50,000

役員退職慰労引当金 － 51,485 － － 51,485



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．商業手形 

 「第２ 事業の状況 ２ 営業実績 (3）商業手形の内訳」をご参照ください。 

  

ｃ．営業貸付金 

 「第２ 事業の状況 ２ 営業実績 (4）営業貸付金の内訳」をご参照ください。 

  

② 負債の部 

 該当する事項はありません。 

  

(3）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

  

区分 金額（千円）

現金 53,399 

預金 756,677 

  普通預金 422,271 

  定期預金 334,405 

合計 810,076 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）１．平成18年１月26日開催の当社臨時株主総会において、１単元の株式数の変更について決議され、平成18年４月１日付を

もって１単元の株式数を1,000株から100株に変更しております。 

２．平成18年６月21日開催の当社定時株主総会において、「定款一部変更の件」が承認可決され、公告掲載方法は次のとお

りとなりました。「当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は日本経済新聞に掲載して行う。」 

  

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券（注１）

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 1,000株（注１）

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社  全国各支店
日本証券代行株式会社    本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社  全国各支店
日本証券代行株式会社    本店及び全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞（注２）

株主に対する特典 該当する事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社である株式会社ニッシンは東京証券取引所に上場しており、継続開示会社であります。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第32期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日福岡財務支局長に提出 

  

(2）半期報告書 

 第33期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月21日福岡財務支局長に提出 

  

(3）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月13日 福岡財務支局長に提出 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月12日 福岡財務支局長に提出 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月14日 福岡財務支局長に提出 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月12日 福岡財務支局長に提出 

  

(4）臨時報告書 

平成17年11月29日福岡財務支局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書で

あります。 

  

平成18年１月26日福岡財務支局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

 平成18年４月21日福岡財務支局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（募集に該当しないこととなる新株予約権証券の取得の申込みの勧

誘又は売出しに該当しないこととなる新株予約権の売付けの申込み若しくはその買付けの申込みの勧誘のうち発行価額又は売出

価額の総額が１億円以上であるものにつき取締役会の決議等又は株主総会の決議）に基づく臨時報告書であります。 

  

(5）臨時報告書の訂正報告書 

 平成18年４月26日福岡財務支局長に提出 

 平成18年４月21日提出の臨時報告書（募集に該当しないこととなる新株予約権証券の取得の申込みの勧誘又は売出しに該当しな

いこととなる新株予約権の売付けの申込み若しくはその買付けの申込みの勧誘のうち発行価額又は売出価額の総額が１億円以上

であるものにつき取締役会の決議等又は株主総会の決議）に係る訂正報告書であります。 

  

 平成18年４月28日福岡財務支局長に提出 

 平成18年４月21日提出の臨時報告書（募集に該当しないこととなる新株予約権証券の取得の申込みの勧誘又は売出しに該当しな

いこととなる新株予約権の売付けの申込み若しくはその買付けの申込みの勧誘のうち発行価額又は売出価額の総額が１億円以上

であるものにつき取締役会の決議等又は株主総会の決議）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当する事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月29日

株式会社アプレック     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 橋本 佑太郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤田 直己   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アプレックの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アプレックの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以   上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月21日

株式会社アプレック     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 橋本 佑太郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤田 直己   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社アプレックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社アプレックの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準が適用さ

れることとなるため、この基準により財務諸表を作成している。 

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は営業外費用に計上していた「係争関連損失」を当事業年

度より販売費及び一般管理費の「利息返還金」として計上している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以   上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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